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○武雄市協働まちづくり地域交付金交付要綱 

平成２０年３月３１日 

告示第６４号 

改正 平成２１年３月３１日告示第３９号 

平成２５年１０月１日告示第１４３号 

平成２９年３月２９日告示第３８号 

（目的） 

第１条 この告示は、住民一人ひとりの自覚の基に住民と行政の協働により特色を生か

した個性豊かな住民総参加によるまちづくりを目指し、協働まちづくり事業を行う団

体に対し、平成２９年度から平成３１年度までの間において予算の範囲内において交

付金を交付するものとし、その交付に関しては、武雄市補助金等交付規則（平成１８

年規則第４６号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この告示の定めると

ころによる。 

（交付対象団体） 

第２条 交付金の交付の対象となる団体（以下「協議会」という。）は、次のいずれに

も該当する団体とする。 

（１） 市内各町を単位として組織され、地域住民が自らの意思に基づきまちづくり

を行うことを目的とする団体 

（２） 各町の住民がその活動に自由に参加することができるものであること。 

（３） 協議会の組織、会議、会計及び財産の管理等について規約等が定められてい

ること。 

２ 協議会は、まちづくり実施計画（以下「実施計画」という。）を策定しなければな

らない。 

（交付対象事業） 

第３条 交付対象事業は、前条第２項に基づき協議会が策定した実施計画に基づく事業

で、次のいずれかに該当する事業とする。 

（１） 地域の活性化を図り又は地域の特色を生かせる事業 

（２） 事業の遂行にあたり住民自らが労力提供等の活動や参画を行う事業 

（３） 地域として緊急かつ真に取り組む必要がある事業 

２ 前項の規定にかかわらず、当該事業が次のいずれかに該当するときは、交付の対象

としないものとする。 
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（１） 市から他の補助金の交付を受けている事業 

（２） 事業の効果が特定の個人又は団体に帰属する事業 

（３） 専ら営利を目的とし、公益性を欠く事業 

（４） 政治活動又は宗教活動を目的とする事業 

（対象経費） 

第４条 交付金の対象経費については、前条に掲げる事業に係る経費とする。ただし、

施設等の工事又は備品の取得のみを目的とした事業若しくは食糧費は原則として対象

としない。 

（交付金の交付限度額等） 

第５条 交付金の交付限度額は、協議会ごとに１５０万円とする。 

２ 事業の期間は、３年間を限度とする。 

（財源） 

第６条 この事業における財源は、武雄市ふるさと創生基金条例（平成１８年条例第６

４号）に基づく、武雄市ふるさと創生基金をもって充てる。 

（交付申請） 

第７条 交付金の交付を受けようとする協議会は、市長が別に定める日までに、協働ま

ちづくり地域交付金交付申請書（様式第１号）に市長が必要と認める書類を添えて市

長に提出しなければならない。 

（交付決定） 

第８条 市長は、前条に規定する申請書を受理した場合は、その内容を審査し、適当と

認めたときは、交付金の交付を決定し、交付金交付決定通知書（様式第２号）により

協議会に通知するものとする。 

（交付金の変更承認申請） 

第９条 前条の規定により交付金の交付の決定を受けた協議会が第７条の申請内容を変

更しようとするときは、協働まちづくり地域交付金事業変更承認申請書（様式第３号）

を市長に提出し、承認を受けなければならない。 

（実績報告） 

第１０条 協議会は、交付金事業の完了後２０日以内又は交付金の交付の決定に係る年

度の翌年度の４月１０日までに協働まちづくり地域交付金実績報告書（様式第４号）

に市長が必要と認める書類を添えて提出しなければならない。 

（交付金の額の確定） 
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第１１条 市長は、前条の規定により実績報告を受けた場合において、当該報告に係る

協議会の活動の成果が交付金の交付決定内容に適合すると認めたときは、交付すべき

交付金の額を確定し、協働まちづくり地域交付金確定通知書（様式第５号）により協

議会に通知しなければならない。 

（交付金の交付） 

第１２条 この交付金は、概算払いで交付することができる。 

２ 規則第１１条に規定する補助金交付請求書は、協働まちづくり地域交付金交付請求

書（様式第６号）及び協働まちづくり地域交付金概算払請求書（様式第７号）のとお

りとする。 

（公表） 

第１３条 市長は、第８条の規定による交付を決定したとき、第１０条の規定による実

績報告を受けたときは、速やかに、当該交付団体の名称、事業計画及び活動内容等に

ついて公表を行うものとする。 

（その他） 

第１４条 この告示に定めるもののほか、交付金の交付に関し必要な事項は、市長が別

に定める。 

附 則 

この告示は、平成２０年４月１日から施行する。 

附 則（平成２１年告示第３９号） 

この告示は、平成２１年４月１日から施行する。 

附 則（平成２５年告示第１４３号） 

この告示は、平成２５年１０月１日から施行する。 

附 則（平成２９年告示第３８号） 

この告示は、平成２９年４月１日から施行する。 
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様式第１号（第７条関係） 

様式第２号（第８条関係） 

様式第３号（第９条関係） 

様式第４号（第１０条関係） 

様式第５号（第１１条関係） 

様式第６号（第１２条関係） 

様式第７号（第１２条関係） 

 


